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日本共産党の見解を紹介します。ご意見、ご感想をお寄せ下さい。

野田首相は６月８日、大飯原発の再稼働を宣言しました。原

発再稼働を急ぐ必要はない（右グラフ）という世論に真っ向から

挑戦するものです。日本共産党愛知県委員会のもとむら伸子さ

ん（参院愛知選挙区予定候補）は、6月13日、福井県知事へ「再

稼働に同意せず、原発撤退の努力を」と申し入れました。

日本共産党の笠井衆院議員は6月12日、

大飯原発の再稼働について質問。３０項

目の安全対策（免震事務棟やフィルター

付きベント＝排出口＝など）さえ満たし

ていないのに「なぜ『事故を防止できる』

と言い切れるのか」と追及しました。

枝野経産相
「大飯に再調査するような

断層の問題はない」

中川防災担当相
「断層を考えると（地震の）可能性
はさまざまあり、分析の過程にある」

笠井議員の質問に対し、くい違う大臣の答弁。笠井議員は、｢大臣の見解が違うのに、総理

が再稼働の判断などできるはずがない」と批判。「大飯原発再稼働方針を撤回し、原発ゼロ

の日本への政治決断を｣と要求しました。
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日本共産党は、原発にしがみつく財界中心の政治を

断ち切り、「原発ゼロの日本」への政治決断を行うこと

で、以下のような展望が開けると提案しています。

① 電力供給力を高める仕事と
省エネ対策に本腰が入る

② 自然エネルギー、低エネルギー社会
への転換へ本格的にとりくめる

③ 原発交付金を自然エネルギー開発を
支援するものに切り替える

地域に新たな産業と雇用をつくりだすととも

に、立地自治体の当面の仕事や営業を守る仕

事に取り組むことができます。

民主党は一時「脱原発依存」を掲

げていました。しかし財界の「再稼

働に取り組むべき」との提言を受け、

枝野経産相は「原発を活用すること

が必要」と発言。さらに野田首相の

記者会見でこれからも推進するとい

う立場を鮮明にしました。

橋下大阪市長は「（再稼働は）

基本的に認めない」とくり返し発

言していました。しかし、5月15

日に関西の経済３団体首脳らと会っ

た際に再稼働への理解を求められ、

直後の19日に「臨時運転」という

方法もあると方向転換。そして

「事実上の容認」と発言するに至

りました。

1955年に原子力基本法がつくられましたが、この

原子力基本法に対して、その危険性を指摘して反対

したのは日本共産党だけでした。1961年には、｢原子

力問題にかんする決議｣を党として採択し、原発設置

の条件は存在しないという立場を鮮明にしました。

1972年に政府は、原発を１９９０年には「１億

キロワット」まで増やす計画を立てました。しか

し全国の住民と日本共産党のたたかいで、その計

画を半分以下に抑え込みました。１９７０年代以

降は新規立地が計画された原発で、稼働に至った

ものは一つもありません。

経
済
３
団
体
の
新
年
祝
賀
パ
ー

テ
ィ
ー
で
あ
い
さ
つ
を
交
わ
す

野
田
首
相
（左
端
）


